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組織の社会的責任に関する経済的情報
～サステナビリティ報告の会計事例に基づいて～



























































































































































































平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度
上場 件数 386 450 478 510 570 590 562 633 624
％ 29．9 34．0 38．7 45．3 47．0 51．8 48．9 51．6 54．6
非上場 件数 193 200 265 291 363 459 449 527 467
％ 12．0 12．2 17．0 20．8 24．6 28．0 26．9 29．3 24．7
合計 件数 579 650 743 801 933 1049 1011 1160 1091
















































































































化機構（ISO : International Organization for Standardi-
zation）2）は，2010年に国際規格 ISO 26000『社会的責























































































































































































































































































































































1 顧客・消費者 製品の対価として企業が受け取った金額 ××
2 供給者 購入された原料やサービスに対する支出 ××







5 地域・社会 企業の社会への投資 ××
6 公的機関 租税公課；補助金や助成金 ××
7 投資家 配当金の支払い，内部留保 ××
8 債権者 借入金の利息の支払い ××







12 収支 組織に残った金額＝（1－2）－（4＋5＋6＋7＋8＋9＋10＋11） ××





















































































































1 顧客・消費者 ×× 製品・サービス 消費者保護，製品安全及び品質
に係る方針，体制，計画等
×× ×× 製品等のリコール及び回収等の状況 ○件減少
消費者の個人情報保護に関する
方針，体制，計画等
×× ×× 消費者クレーム窓口の設置及びその処理状況 ○件減少
2 供給者 ×× その他 サプライチェーンマネジメント
（SCM）に関する方針，体制，
計画等
×× ×× SCMの対象となった購入品・サービスの状況 対象○件増加
3 企業付加価値 ××
4 従業員 ×× 人権 人権に関する方針，体制，計画等 ×× ×× 人権に関する計画の達成状況









×× ×× 強度率○％，度数率○％ 強度率○％改善
研修体系 ×× ×× 従業員一人当たり研修時間○時間 ○時間増加







6 公的機関 ×× 企業統治 カルテル・独占禁止法違反等に
おける制度，管理等
×× ×× 課徴金○円 ○円減少
7 投資家 ×× 企業統治 株主配当性向 ×× ×× 配当金○円 ○円増加
8 債権者 ×× 企業統治 ×× ×× 支払利息○円 ○円増加減少
9 経営者 ×× 企業統治 役員報酬支給基準 ×× ×× 役員報酬○円 ○円増加減少
10 環境 ×× 環境保全等に係る方針，体制，
計画等
×× ×× 温室効果ガス排出量○トン 温室効果ガス排出削減
量○トン
11 その他 ×× 企業統治 企業統治に係る方針，体制，計
画等
×× ×× 各種統治機関の活動回数○回 活動回数○回増加
企業倫理に関する方針，体制，
計画等































































取引先 61，582 62，644 売上原価，販売費・一般管理費
従業員 2，700 2，574 有価証券報告書記載の（株）東芝従業員数に平均給与を乗じたもの
株主 176 57 キャッシュ・フロー計算書の配当金の支払
債権者 323 357 営業外費用のうちの支払利子
政府・行政 407 297 法人税など
社会 30 27 社会貢献に関する支出を独自に集計
環境 504 543
環境に関する支出を独自に集計
環境会計での環境保全費用詳細は，ホームページに掲載 http : //eco.
toshiba.co.jp












































ステークホルダー 金額（億円） 内 容 備 考

















企業（帝人） －379 剰余金の増加額（剰余金を取り崩した額） 決算短信掲載の数値


























































ステークホルダー 2006 2007 2008 2009 2010 集計方法
社員 163，379 156，661 141，600 169，950 160，234 販売費及び一般管理費における人権費




株主への配当支払額 39，072 29，919 10，770 22，730 10，386 当年度に係わる中間・期末配当金
債権者 47，024 53，630 44，923 29，030 35，642 金融費用及び営業外費用における支払利息
政府 77，895 48，102 －11，620 57，587 16，755
法人税，住民税及び事業税，法人税等調整
額，租税公課
子会社の少数株主 23，746 －5，233 －60，580 4，089 －6，907 少数株主利益または少数株主損失（△）
内部留保 53，652 16，492 －95，809 20，699 －47，717
当期純損益から当年度に係わる配当金を差
し引いた金額
























































お客様 お客様対応・安全確保 570 572





国際社会 国際社会の文化・社会への配慮 63 34
NGO・NPO NGO・NPOとの協働 10 128
調達先 製品への配慮 50 51






























































FTSE 4 GOOD index認定
合計 362，674
お取引先様









































































している。平成 21年度については平成 22年 8月～9月に
かけてアンケート調査を実施した。調査対象は，東京，
大阪及び名古屋証券取引所 1部及び 2部上場企業 2，415
社，従業員 500人以上の非上場企業及び事務所 4，282社，
合計 6，697社。有効回答数は，東京，大阪及び名古屋証









































STANDARD国際規格 ISO 26000『Guidance on social respon-
sibility社会的責任に関する手引』日本規格協会。

















version 3』Global Reporting Initiative。
千葉貴律［2010］「環境経営の進展と環境会計」河野正男・八
木裕之・千葉貴律編著『生態会計への招待―サステナビリ
ティ社会のための会計―』森山書店。
倍和博［2008］『CSR会計への展望』森山書店。
長谷川直哉［2010］「持続可能性報告と会計」河野正男・八木
裕之・千葉貴律編著『生態会計への招待―サステナビリ
ティ社会のための会計―』森山書店。
八木裕之［2010］「環境報告会計」河野正男・八木裕之・千葉
貴律編著『生態会計への招待―サステナビリティ社会のた
めの会計―』森山書店。
主要CSR／サステナビリティ報告書
大和証券グループ［2011］「大和証券グループCSR報告書 2011
Webサイトのみの報告事項」http : //www.daiwa−grp.jp/csr/
report/pdf/2011_Sustainability_Report/11_report_Web−only.
pdf 2011/09/29
帝人グループ［2010］『2010年帝人グループCSR報告書［2009
年度実績］』
東芝グループ［2011］『CSRレポート 2011』
富士フイルム［2010］『Sustainability Report 2010』
ユニ・チャーム［2011］「CSR報告書2011」web版http://www
.unicharm.co.jp/csr−eco/accounting/index.html 2011/09/29
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